
 
 
 
 

                          平成２４年２月１０日  
 
                           株 式 会 社  但 馬 銀 行 
 

 
「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置  

     に関する法律第７条第１項に規定する説明書類」について  
 
 
  但馬銀行（頭取 倉橋 基）は、中小企業者等に対する金融の円滑化を図るた  
 めの臨時措置に関する法律第７条第１項の規定に基づき、同法第４条から第６条  
 までの規定に基づいてとった措置に関する事項（対象期間：平成２１年１２月４  
 日から平成２３年１２月末まで）を、別紙のとおりお知らせいたします。  
 

以  上  
 

 



 
中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律 

第７条第１項に規定する説明書類 

 

第１ 第６条第１項第１号に規定する法第４条及び第５条の規定に基づく措置の実施に関する方

針の概要 

 

  当行は、借入条件の変更等のお申込みに対して適切に対応するため、以下のとおり、基本方針

を定めるとともに、行内体制を整備いたしました。 

 

一、基 本 方 針 

 １．借入条件の変更等の相談・申込みを受けた場合は、適切な顧客説明に努めるとともに、迅速

な検討・対応に努めてまいります。 

 

 ２．弁済にかかる負担の軽減の申込みがあった場合は、中小企業者のお客さまの事業についての

改善もしくは再生の可能性または住宅資金借入者のお客さまの財産、収入の状況を勘案して、

できる限り貸付条件の変更に対応してまいります。 

 

 ３．中小企業者のお客さまに対する経営相談・経営指導および経営改善計画の作成については積

極的に対応してまいります。 

 

 ４．中小企業者のお客さまからの条件変更等の申込みについては、他の金融機関、政府系金融機

関および信用保証協会等が関係している場合には、当該金融機関等と緊密な連携を図り対応し

てまいります。 

 

 ５．住宅ローンをご利用のお客さまからの条件変更等の申込みについては、他の金融機関、住宅

金融支援機構が関係している場合には、当該金融機関等と緊密な連携を図り対応してまいりま

す。 

 

 ６．お客さまの状況をきめ細かく把握するとともに、事業価値等を見極める能力向上を目的とし

た職員教育を強化してまいります。 

 

二、行内体制の整備 

 １．金融円滑化管理全般を統括する「金融円滑化管理責任者」を配置し、金融円滑化にかかる管

理態勢の整備を行うとともに、定期的に管理状況等を取締役会等に報告し、取締役会等は報

告・調査結果等を踏まえ、必要に応じて改善を指示いたします。 

 

 ２．本部の関連部署に「金融円滑化管理担当者」を配置し、金融円滑化の管理状況等のモニタリ

（別紙） 



ングおよび対応の実施を行ってまいります。 

 

 ３．全営業店の支店長を「金融円滑化担当者」とし、相談案件の進捗管理や担当者への適切な指

示・指導を行ってまいります。 

 

 ４．お客さまからの苦情等については、営業店担当者または本部のお客様相談センター内に新た

に設置した「金融円滑化に関する苦情相談窓口」で記録・報告を行うとともに、コンプライア

ンス統括部がとりまとめのうえ、適切に対応を行い、改善につなげてまいります。 

 

 

第２ 第６条第１項第２号に規定する法第４条及び第５条の規定に基づく措置の状況を適切に把

握するための体制の概要 

 

  当行は、借入条件の変更等の申込みに対する対応状況を適切に把握するため、次のとおり体制

を整備いたしました。 

  

 １．当行本支店および各住宅ローンセンターをご相談受付窓口とし、お客さまからの借入れ条件

の変更等に関するご相談に対して真摯（適切、かつ、迅速）に対応してまいります。 

   また、ご相談内容については、当行制定書式に記録のうえ、ご相談担当者から速やかに店長

（金融円滑化担当者）に連絡するとともに、お客さまのお借入れの内容に応じて当行審査部、

住宅ローン部および管理部（以下｢本部｣といいます。）に報告いたします。 

 

 ２．ご相談の後、店長は、ご相談への対応状況を点検・確認し、できる限り早期のお申込み、そ

して条件変更等のご契約となるよう努めます。 

   本部は、対応状況の進捗を管理するとともに、適時、店長に適切な指示、指導を行うなどし

て、スムーズなご対応ができるよう努めます。 

   また、本部は、条件変更等の対応状況をとりまとめ、適時、金融円滑化管理責任者に報告い

たします。 

 

 ３．金融円滑化管理責任者は、借入れ条件の変更等のお申込みに対する対応状況に基づき、条件

変更等の管理態勢等の整備を図るとともに、対応状況について定期的に取締役会等に報告いた

します。 

 

 ４．取締役会等は、報告に基づき体制の有効性等を検証し、必要に応じて体制の見直し等を指示

するなどして、より良い体制づくりに努めてまいります。 

 

 

 



第３ 第６条第１項第３号に規定する法第４条及び第５条の規定に基づく措置に係る苦情相談を

適切に行うための体制の概要 

 

  当行は、借入条件の変更等に関する苦情相談を適切に行うため、次のとおり体制を整備いたし

ました。 

 

 １．お客さまからの借入条件の変更等に関する苦情等につきましては、各営業店の苦情相談の担

当者が受付いたします。 

   また、本店窓口として、お客様相談センターに「金融円滑化に関する苦情相談窓口」を設置

し、受付いたします。 

 

 ２．お受けした借入条件の変更等に関する苦情等の内容は、顧客サポート等に関する統括部署で

あるコンプライアンス統括部に報告し、適切に記録・保存するとともに、営業店、関係部署と

連携して迅速かつ適切に対応し、問題解決に努めてまいります。 

 

 ３．コンプライアンス統括部は、苦情の内容を取りまとめ、定期的に経営会議に報告するととも

に、苦情等の内容や対応状況等を分析し、業務の改善につなげてまいります。 

 

 

第４ 第６条第１項第４号に規定する法第４条の規定に基づく措置をとった後において、当該措置

に係る中小企業者の事業についての改善又は再生のための支援を適切に行うための体制の概

要 

 

  当行は中小企業者のお客さまの経営改善または再生のための支援を適切に行うために、次のと

おり体制を整備いたしました。 

 

 １．中小企業者のお客さまの経営相談・経営指導等については、お客さまの実情を踏まえた助言

を行うなどきめ細かく対応するとともに、経営改善計画の策定支援についても協力してまいり

ます。 

 

 ２．経営改善計画の策定支援を行ったお客さまに対しまして、計画の進捗状況を確認・検証し、

計画の見直しを助言・支援するなど当行のコンサルティング機能を発揮し、経営改善支援の取

組みに継続的に努めてまいります。 

 

 ３．中小企業再生支援協議会、企業再生支援機構、事業再生ＡＤＲ解決事業者などの外部機関と

の緊密な連携を図り、中小企業のお客さまの再生支援に協力してまいります。 

 

 



 ４．中小企業のお客さまの経営改善または再生のための支援を行うための統括部署を審査部とし、

関連部署とも連携しながら、中小企業のお客さまへの対応ならびに営業店の指導・監督に取組

んでまいります。 

 

 ５．お客さまの経営改善等にあたっては、各営業店の店長が中心となって、担当行員がきめ細か

く対応してまいります。 

 

 ６．経営改善または再生のための支援に取組むために必要な実践的な行内研修を行い、お客さま

からの相談等に対応できるよう、行員の専門知識向上や目利き能力の向上に努めてまいります。 

 

 

第５ 法第４条に基づく措置の実施状況 

   別表１および別表２のとおり。 

 

 

第６ 法第５条に基づく措置の実施状況 

   別表３および別表４のとおり。 

  

以  上  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別表１）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額 

〔中小企業者のお客さまへの対応状況〕 

  （単位：百万円） 

 平成２１年 

１２月末 

平成２２年 

３月末 

平成２２年 

６月末 

平成２２年 

９月末 

平成２２年 

１２月末 

平成２３年 

３月末 

平成２３年 

６月末 

平成２３年 

９月末 

平成２３年 

１２月末 

貸付けの条件の変更等の申込みを受

けた貸付債権の額 
１，５７２ １０，２１３ ２０，５９４ ２７，３７４ ３４，８５４ ４３，２６３ ５２，９５６ ６１，３４８ ６７，４７６ 

うち、実行に係る貸付債権の額 ７４２ ７，９８６ １７，７５４ ２５，６５１ ３２，１１３ ４０，３５３ ５０，２７２ ５８，２１５ ６４，９５７ 

うち、謝絶に係る貸付債権の額 ０ １７７ ２１９ ３８３ ４５６ ４８８ ５８８ ８０６ ８３７ 

うち、審査中の貸付債権の額 ８３０ ２，０１１ ２，３４８ １，０２１ １，８１６ １，８７４ １，３５５ １，５１４ ８５４ 

うち、取下げに係る貸付債権の額 ０ ３７ ２７１ ３１７ ４６８ ５４７ ７３９ ８１１ ８２８ 

うち、信用保証協会等による債務

の保証を受けていた貸付債権の

うち実行に係る貸付債権の額 

２１９ ３，６１４ ７，２８９ １０，６７７ １３，１６７ １７，０４６ ２０，５４１ ２３，５０９ ２６，１８３ 

 

うち、信用保証協会等による債務

の保証を受けていた貸付債権の

うち謝絶に係る貸付債権の額 

０ １５３ １８４ ２７３ ３０３ ３２１ ３２１ ５２０ ５２１ 

※ 「謝絶に係る貸付債権の額」には、貸付条件の変更等の申込みの日から３ヶ月を経過したことにより、謝絶とみなしているものを含みます。 

 

 



（別表２）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数 

〔中小企業者のお客さまへの対応状況〕 

      （単位：件） 

 平成２１年 

１２月末 

平成２２年 

３月末 

平成２２年 

６月末 

平成２２年 

９月末 

平成２２年 

１２月末 

平成２３年 

３月末 

平成２３年 

６月末 

平成２３年 

９月末 

平成２３年 

１２月末 

貸付けの条件の変更等の申込みを受

けた貸付債権の数 
１１０ ７４３ １，３５８ １，８３３ ２，３８２ ２，９５０ ３，５７０ ４，０６１ ４，５５３ 

うち、実行に係る貸付債権の数 ５４ ６１４ １，１９１ １，７１１ ２，１８３ ２，７６４ ３，３７０ ３，８６３ ４，３４６ 

うち、謝絶に係る貸付債権の数 ０ ５ １５ ２４ ３７ ４０ ４５ ５９ ６２ 

うち、審査中の貸付債権の数 ５６ １２１ １３０ ７３ １２６ ９５ ８８ ６４ ６７ 

うち、取下げに係る貸付債権の数 ０ ３ ２２ ２５ ３６ ５１ ６７ ７５ ７８ 

うち、信用保証協会等による債務

の保証を受けていた貸付債権の

うち実行に係る貸付債権の数 

２６ ３３６ ６１１ ９００ １，１０８ １，４２９ １，７０７ １，９５４ ２，１７２ 

 

うち、信用保証協会等による債務

の保証を受けていた貸付債権の

うち謝絶に係る貸付債権の数 

０ ２ ８ １３ ２２ ２４ ２４ ３６ ３７ 

※ 「謝絶に係る貸付債権の数」には、貸付条件の変更等の申込みの日から３ヶ月を経過したことにより、謝絶とみなしているものを含みます。 

 

 



 
（別表３）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額 

〔住宅ローンをご利用のお客さまへの対応状況〕 

  （単位：百万円） 

 平成２１年 

１２月末 

平成２２年 

３月末 

平成２２年 

６月末 

平成２２年 

９月末 

平成２２年 

１２月末 

平成２３年 

３月末 

平成２３年 

６月末 

平成２３年 

９月末 

平成２３年 

１２月末 

貸付けの条件の変更等の申込みを受

けた貸付債権の額 ３６０ ３，１９８ ４，７７５ ６，１４８ ７，１６５ ８，０８１ ９，１７９ １０，０６８ １０，６３４ 

うち、実行に係る貸付債権の額 ８９ ２，１８８ ３，６３５ ５，０３７ ５，８６４ ６，６２６ ７，２９８ ８，０３８ ８，５５９ 

うち、謝絶に係る貸付債権の額 ０ ０ ２３１ ３４５ ４９８ ５３５ ６８８ ７９１ ８２０ 

うち、審査中の貸付債権の額 ２７０ ７９７ ６４７ ３４３ ３３１ ３３５ ４３８ ２９０ １９９ 

 

うち、取下げに係る貸付債権の額 ０ ２１３ ２６１ ４２０ ４７０ ５８３ ７５３ ９４７ １，０５４ 

※ 「謝絶に係る貸付債権の額」には、貸付条件の変更等の申込みの日から３ヶ月を経過したことにより、謝絶とみなしているものを含みます。 

 

 

 

 

 

 

 



 
（別表４）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数 

〔住宅ローンをご利用のお客さまへの対応状況〕 

  （単位：件） 

 平成２１年 

１２月末 

平成２２年 

３月末 

平成２２年 

６月末 

平成２２年 

９月末 

平成２２年 

１２月末 

平成２３年 

３月末 

平成２３年 

６月末 

平成２３年 

９月末 

平成２３年 

１２月末 

貸付けの条件の変更等の申込みを受

けた貸付債権の数 
２９ ２３８ ３４４ ４３２ ４９０ ５５５ ６１９ ６６８ ７０１ 

うち、実行に係る貸付債権の数 ５ １７７ ２６９ ３６３ ４１５ ４７０ ５１２ ５５６ ５８３ 

うち、謝絶に係る貸付債権の数 ０ ０ １２ １８ ２５ ２７ ３５ ４０ ４２ 

うち、審査中の貸付債権の数 ２４ ４８ ４４ ２３ １８ ２１ ２５ １６ １３ 

 

うち、取下げに係る貸付債権の数 ０ １３ １９ ２８ ３２ ３７ ４７ ５６ ６３ 

※ 「謝絶に係る貸付債権の数」には、貸付条件の変更等の申込みの日から３ヶ月を経過したことにより、謝絶とみなしているものを含みます。 

 


